
（ ）

27 36 41

2 2 2 -

2 2

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

26年度

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

回

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

都道府県

都道府県

DMAT参加都道府県数
成果実績

目標値 都道府県

達成度

定量的な成果目標

②ＮＢＣ災害・テロ対策研修の開催

活動指標

2 2

成果指標

％

①災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）養成研修の開催

定量的な成果目標

③年々増加する全国のＤＭ
ＡＴチームの管理

達成度 ％

100 100 47

47 47

④国、都道府県の実施する
防災訓練へのDMATの参
加数を前年度以上とする

％

チーム

217

①災害派遣医療チーム（Ｄ
ＭＡＴ）の隊員を前年度以
上養成する

実施方法

47

- -

定量的な成果目標

成果指標

活動実績

事業番号

災害時における医療提供体制の確保 担当部局庁 医政局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 指導課　救急・周産期医療等対策室 室長：伯野　春彦

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障、その他の事項経費

-

312

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

チーム

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

ＤＭＡＴ養成研修では災害時に限られた医療物資や場所・時間、また人的制約を受けるなど、非常に厳しい環境を想定した医療活動や、トリア－ジや航空機内
での医療提供など特殊かつ専門的な知識を受講者に習得させるとともに、災害時を想定した実動訓練、ヘリコプターでの情報収集、広域災害に対応できる効
果的な広域情報ネットワークの構築を行う。また、災害医療に関する研修、訓練の開催及び災害対策マニュアル策定等の支援を実施し、災害時における医療
体制の確保を図る。

- -

207

- -

-

達成度 ％

-

災害派遣医療チーム（ＤＭ
ＡＴ）隊員の養成数

目標値

成果指標 26年度

25年度

249

都道府県

目標値

27年度
中間目標

100

予算額・
執行額

（単位:百万円）

100

26年度 27年度

-

25年度

-

平時・災害時におけるＤＭ
ＡＴチームの管理

成果実績

人

単位

-

補正予算

平成１４年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地震等大規模災害発生時に、一人でも多くの命を救うため急性期(発災後48時間以内)に活動できるトレーニングを受けた災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）養成
研修や実動訓練、また、被害状況等を迅速かつ的確に把握するための調査、関係機関への情報提供等を行う。
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）養成研修（平成１７年度～）
NBC研修（平成１８年度～）、DMAT事務局運営（平成２２年度～）

前年度から繰越し 89 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

人

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

296 217 249 306 0

246 268

執行率（％） 105% 113% 108%

②ＮＢＣ災害・テロ対策医
療従事者を150名養成する

ＮＢＣ災害・テロ対策研修
修了人数

成果実績 人
目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

⑤広域災害・救急医療情報システムの通年運営

％

⑤全都道府県における、平
時・災害時の広域災害・救
急医療情報システムの活
用

平時におけるシステムを利
用した訓練の実施、災害時
における情報収集・提供

成果実績

活動指標 単位

活動実績 回

当初見込み

単位

19 17 17

都道府県

当初見込み

年

③東西ＤＭＡＴ事務局の運営（西日本地域は平成25年
度より）

活動実績 年

当初見込み

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

④国、都道府県が実施する防災訓練
活動実績

28年度活動見込

1 1 1 1

25年度 26年度 27年度

25年度 27年度

36 41 42

1,323 1,426 1,508 - 1,608

　 0008

年度28

28 年度

28 年度

28 年度

28 年度

47 47 47 - -

47

-
1,023

-

100 100 100 - -
目標最終年度

- 年度
1,323 1,426 1,508 - -

・医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補
助金交付要綱
・災害医療対策実施要綱

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100
1,000
1,000 1,023

1,000
102 -

-
-

- -

306

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標
- 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度
- 年度

150 150 150 - -
150 150 150 - 150

1,104
1,100

-
中間目標 目標最終年度
- 年度

- 41
133.3 113.9 102.4 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度
- 年度

- -
27 36

25年度 26年度 27年度

36 41 42
41

-100

25年度

28年度活動見込

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

19 17 17 -

19

28年度活動見込

-

2 2 2 2

25年度 26年度

26年度 27年度

2 2 2

当初見込み

28年度活動見込

1 1 1 -

27年度

-

精査中



-

89

目標最終年度

16

単位当たり
コスト

単位

-

-

目標値

中間目標

27年度

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

円

306 0

医療関係者研修費等補助
金

年度

73 78.8 82.2 -

98百万円／1,095

算出根拠

28年度活動見込

66,123 66,000 65,106

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業費」、Ｙ：「養成チーム数」

②ＮＢＣ災害・テロ対策研修に係る事業
（衛生関係指導者養成等委託費）

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

84.8 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業費」、Ｙ：「養成人数」

①災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）養成に係る事業
→DMAT体制整備事業（平成27年度より）

（衛生関係指導者養成等委託費）

単位当たり
コスト 円

26年度 27年度

37,000,000

計算式

単位当たり
コスト

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業費」、Ｙ：「事務局数」

③ＤＭＡＴ事務局等事業
→DMAT体制整備事業（平成27年度より）

（衛生関係指導者養成等委託費）

単位当たり
コスト

34,500,000

算出根拠

成果実績

5百万円／150 

25年度

-

-

計算式

年度

69百万円／2 74百万円／2 

年度

- -

66百万円／1,0２３

6百万円／150 6百万円／150 

28年度活動見込

　　Ｘ/Ｙ

52,000,000 62,400,000

　　Ｘ/Ｙ 6百万円／150 

単位

単位当たり
コスト

104百万円／2 

66百万円／1,000

33,333 40,000 40,000 40,000

25年度 26年度 28年度活動見込

28年度当初予算

単位

-

災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率

47

円

計算式 　　Ｘ/Ｙ

89,497

73百万円／1,104

26年度

29百万円／36 

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業費」、Ｙ：「情報システム」

⑤広域災害・救急医療情報システムに係る事業
（社会保障関係情報化業務庁費）

単位当たり
コスト 円

計算式 　　Ｘ/Ｙ

232

社会保障関係情報化業務
庁費

25年度 26年度 27年度

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - 災害時における医療提供体制の確保

単位当たり
コスト

26年度 27年度

37百万円／41 42百万円／42 -

82.2

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

 47百万円／1

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

災害時における医療提供体制確保を確保するために必要な事業として、行政事業レビュー006（医療施設の耐震化）とあわせて実施している事業であ
る。

-

歳出予算目

47百万円／１

- 30 年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

136,000,000 47,000,000 47,000,000

805,555 902,439

47,000,000

136百万円／1  47百万円／1

29年度要求 主な増減理由

25年度

1,000,000

定量的指標 25年度

算出根拠 単位

-

28年度活動見込

計算式 　　Ｘ/Ｙ

11

計

実績値 ％ 78.8

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業費」、Ｙ：「補助数」

④防災訓練等参加支援等事業
（医療施設運営費等補助金）

単位当たり
コスト

医療施設運営費等補助金

衛生関係指導者養成等委
託費

単位当たり
コスト

算出根拠

円

単位

施策 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること（施策目標Ⅰ－１－１）

125百万円／２

政策 施策大目標１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

精査中



資金の流れについては、国と都道府県にて全額負担するた
め、都道府県経由にて支払いをすることについては、合理的
であると考える。

大規模災害は都道府県単位で対応できるものではないた
め、国として実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

大規模災害発生時の医療提供体制を確保する事業であっ
て、防災対策として要望が高い事業であり、国費を投入すべ
きである。

-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

災害時における医療を提供をするための体制維持に活用す
ることができた。

31

9

平成23年度

○

大規模災害発生時に活動する災害派遣医療チーム（DMAT）
を養成するための研修事業、都道府県や災害拠点病院、被
災地で活動するDMAT隊員の支援などを行うDMAT事務局事
業など、真に必要なものに限定している。

‐
広域災害・救急医療情報システム（厚生労働省防災業務計
画において、災害時における情報収集及び連絡体制の整備
するとしており、当該システムが、必要とされている機能を有
する国内唯一のシステムとなっている。当該システムの著作
権は株式会社ＮＴＴデータが保有していることから、会計法第
二十九条の三　第四項（契約の性質又は目的が競争を許さ
ない場合）の規定に基づき、株式会社ＮＴＴデータと随意契約
を締結したもの）

○

点検結果

8

30

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き、災害時の医療体制の確保に向け、南海トラフ地震及び首都直下地震の被害想定を踏まえたDMAT必要数の検討が必要であり、必
要数に基づくＤＭＡＴの養成や、限られた医療資源を効率的に活用することできる体制を整備していくことが重要な課題となっている。
　また、災害時医療体制の底上げを図るため、医療機関、消防等の関係機関が災害時医療体制の迅速な構築を目的として、都道府県単位で
開催される防災訓練に参加するＤＭＡＴや医療施設への支援及びＮＢＣ災害に対応できる医療従事者の拡充、等について、引き続き実施する。

　災害時の医療体制については、東日本大震災で明らかとなった課題について、「災害医療のあり方に関する検討会」検討会結果報告（平成23
年10月）を踏まえ、平成24年3月30日付で「DMAT活動要領」を改正し、各種DMAT研修の実施、ＤＭＡＴ事務局の機能拡充、災害拠点病院等の
防災訓練の実施等について取り組んでいるところ。

　平成27年度において、①ＤＭＡＴ養成研修を17回開催し、DMAT隊員を1,023名養成（Ｈ26年度隊員数9,328→Ｈ27年度10,351名）、②ＮＢＣ災
害・テロ対策研修を2回開催し、150名研修修了（Ｈ18年度以降毎年度開催し、延べ1,277名修了）、③ＤＭＡＴ事務局による、年々増加するＤＭＡ
Ｔチームの管理（Ｈ27.3.31時点で1,508チーム）、④都道府県が実施する防災訓練に対して、47都道府県にＤＭＡＴチームが参加（Ｈ26年度41都
道府県→Ｈ27年度47都道府県）、⑤広域災害・救急医療情報システムの平時・災害時における、国、都道府県のシステム利用（Ｈ25年度以降、
全都道府県でのシステム利用継続中）について、取り組みを進めた。

　こうした取り組みから、Ｈ27年度においても、関東・東北豪雨、口之永良部島噴火等の災害において、広域災害・救急医療情報システムを活
用した医療機関等の情報収集、ＤＭＡＴ派遣、ＤＭＡＴ事務局による、被災地内外の医療機関、都道府県及び関係機関との連絡調整を行うこと
で、、被災者等に対して、医療を提供することができた。

‐

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

平成25年度

29

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

震災時における医療提供体制の確保のための有効な達成
手段として位置づけられており、優先度の高い事業である。

単位当たりのコストについては、予算編成の過程で必要経費
に限り要求しており、妥当な水準であると考える。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

9

平成24年度

平成27年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

災害時において、適切かつ迅速な医療提供することができ
た。

事業番号

関
連
事
業 -

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
災害時における医療提供体制の維持ため継続が必用な事
業として、見込みに見合った活動がされている。

○

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

所管府省・部局名

-

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

ＤＭＡＴ活動費（災害救助法の適用を受けない災害時の対応
経費）については、国庫補助２分の１に加え、都道府県にお
いても２分の１を負担しており、被災地での医療活動に係る
医療機関の費用負担は求めていない。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ａ 【補助】

独立行政法人国立病院機構

災害医療センター

９３百万円

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）として、
災害時に限られた医療物資や場所・
時間、また人的制約を受けるなど、
非常に厳しい環境を想定した医療活
動や、トリアージや航空機内での医
療提供など特殊かつ専門的な知識を
受講者に習得させるための研修を行
う。

Ｅ 【随意契約（その他）】

（株）エヌ・ティ・ティ・データ
４７百万円

災害時における全国ネットの災害医

療に係る総合的な情報を共有し、被

災地域での迅速かつ適切な医療・

救護に関わる各種情報の集約・提

供を行うためのシステム経費。

Ｂ 【補助】

兵庫県災害医療センター

３３百万円

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）とし
て、災害時に限られた医療物資や
場所・時間、また人的制約を受ける
など、非常に厳しい環境を想定した
医療活動や、トリアージや航空機内
での医療提供など特殊かつ専門的
な知識を受講者に習得させるため
の研修を行う。

Ｄ 【一般競争入札】

公益財団法人日本中毒情報センター
６百万円

ＮＢＣ（核、生物、科学）災害及びテロに対
し、適切な対応ができる医師等を養成す
るため、ＭＢＣ災害・テロに関する専門知
識、技術及び危機管理能力を習得するた
めの研修を開催する。

Ｆ 【補助】

◎災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の

総合防災訓練に参加するために要する経

費の補助

◎災害時に出動したＤＭＡＴの活動に要する

経費の補助

定額

Ｇ 【補助】

北海道医療機関（２０）

３．９百万円

（総合防災訓練へ参加し、災害時のＤＭＡＴ
活動を円滑に遂行出来るよう訓練する。）

都道府県（４５）

４５百万円

厚生労働省

２６８百万円

独立行政法人国立病院機構

大阪医療センター
４６百万円

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）として、災
害時に限られた医療物資や場所・時間、
また人的制約を受けるなど、非常に厳し
い環境を想定した医療活動や、トリアージ
や航空機内での医療提供など特殊かつ
専門的な知識を受講者に習得させるため
の研修を行う。

Ｃ 【補助】



使用料及び賃
借料

大型トラック、コピー機

旅費

4

金　額
(百万円）

A.独立行政法人国立病院機構災害医療センター

12

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

消耗品費、印刷製本費

使用料及び賃
借料

大型トラック、会場 4 人件費 給与等

4

諸謝金 講師等諸謝金

講師等旅費

12 諸謝金

使　途

人件費 旅費職員給与、賃金等

費　目

講師等旅費 22 需用費 5

8

需用費 消耗品費、通信運搬費等

B.兵庫県災害医療センター

7

金　額
(百万円）

48

講師等諸謝金

4

費　目 使　途

計 93 計 33

C.独立行政法人国立病院機構大阪医療センター D.公益財団法人日本中毒情報センター

費　目 使　途

人件費 給与等 36 旅費 講師等旅費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2

旅費 講師等旅費 4 諸謝金 講師等諸謝金 1

諸謝金 講師等謝金 1 需用費 消耗品費、通信運搬費等 1

需用費 消耗品費、通信運搬費等 3

使用料及び賃
借料

パソコン、会場

計 46 計 6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
広域災害救急医療情報システムサービス使
用料

47 補助金
国主催の総合防災訓練への参加旅費・
DMAT訓練に係る費用等への補助

3.9

計計 47

費　目 使　途

旅費 職員旅費 0.9

3.9

金　額
(百万円）

E.エヌ・ティ・ティ・データ F. 北海道

費　目

G.旭川赤十字病院 H.

計 0.9 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

愛知県 1000020230006
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

2 - - - -

宮崎県 4000020450006
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

2 - - - -

広島県 7000020340006
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

1 - - - -

大阪府 4000020270008
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

3 - - - -

沖縄県 1000020470007
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

3 - - - -

兵庫県 8000020280003
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

2 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エヌ・ティ・ティ・
データ

90106010213385
広域災害・救急医療情報シ
ステムサービス使用料

47
随意契約
（その他）

- 100％ -

公益財団法人日本
中毒情報センター

6050005010703
ＮＢＣ災害・テロ対策研修
事業

7 一般競争入札 3 97％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人国立
病院機構災害医療
センター

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

兵庫県災害医療セン
ター

8000020280003
災害派遣医療チーム（ＤＭ
ＡＴ）研修事業

33 - - -

1
独立行政法人国立
病院機構大阪医療
センター

1013205001281
災害派遣医療チーム（ＤＭ
ＡＴ）研修事業

46 - - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

福岡県 6000020400009
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

2 - - - -

北海道 7000020010006
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

4 - - - -

10

8

9

和歌山県 4000020300004
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

2 - - - -

鳥取県 7000020310000
国主催の総合防災訓練へ
の参加旅費・DMAT訓練に
係る費用等への補助

1 - - - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-1013205001281 93

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

災害派遣医療チーム（ＤＭ
ＡＴ）研修事業



G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

北海道公立大学法
人札幌医科大学付
属病院

8430005004986
国主催の総合防災訓練に
参加

0.1 - - - -

国立大学法人旭川
歯科大学病院

2450005001797
国主催の総合防災訓練に
参加

0.1 - - - -

市立函館病院 9000020012025
国主催の総合防災訓練に
参加

0.2 - - - -

北見赤十字病院 6010405002452
国主催の総合防災訓練に
参加

0.2 - - - -

社会医療法人母恋
日鋼記念病院

9430005009869
国主催の総合防災訓練に
参加

0.2 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

市立釧路総合病院 7000020012068
国主催の総合防災訓練に
参加

0.6 - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

3

4

1

2

旭川赤十字病院 6010405002452
国主催の総合防災訓練に
参加

0.9 - - - -

7

8

5

6

小樽市立病院 9000020012033
国主催の総合防災訓練に
参加

0.2 - - - -

国立大学法人北海
道大学病院

6430005004014
国主催の総合防災訓練に
参加

0.3 - - - -

9

10

JA北海道厚生連帯
広厚生病院

2430005003069
国主催の総合防災訓練に
参加

0.1 - - - -


